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市民参画によるフレキシブルな公共的土地利活用の可能性

学位論文内容の要旨

研究の背景・目的

  我々を取り巻く経済社会・価値観等の変化は近年顕著であるが、一方、都市やまちづくり、公共

施設（道路・公園・河川等）整備等の実現には時間がかかり進まない状況にある。その結果、市民

の現実のニーズに対応できず、市民は不平・不満・不快を抱えたまま都市生活を続けることになる。

従って、今後の公共施設整備等においては、市民の多様なニーズを直ちに反映し得る、柔軟な、公

共的土地の利活用、即ち「市民参画によるフレキシブルな公共的土地利活用」（市民・住民・地権者等

の参加・参画・活動等による、短期的な、柔軟な、多様性に富む公共的な土地利活用）が重要と考え、

その実現の可能性について研究する。

研究の枠組みと方法

  従来の公共的土地利活用の課題とその課題解決の方向性について整理し、研究の枠組みを＠目標

とする土地利活用，◎それを実現する方法やプロセス，◎実現する主体の3つの方向からとし、研

究の着地長を、◎市民参加・参画・活動，◎利活用重覘，◎公民重複・一俺＠土地の多機き眦，

◎時間軸導入，◎柔軟陸・簡素化・即応陸と想定して検討を進める。

  研究の方法は、市民参加等によるフレキシブルな公共的土地利活用がなされた具体的な3事例に

ついて、事例1では「土地利活用計画と制度・手法」、事例2ではHニ±断l亅活用計画と市民参加」、

事例3では「市民参加・活動の可能性」の視点から分析・考察し、その結論をもとに、他の補足的

な事例を踏まえて、フレキシブルな公共的土地利活用システムの可能性について検討・考察するも

のである。

事例研究の結果

  「生産緑地の防災活用制度の可能性1（事例1）では、地権者の恊カにより民有地である生産緑地

において、営農継院しながら、登録制度や借地制度を利用して、短期間に、簡易な整備により、避

難路・避難地としての防災活用、農園利用が可能である。緊急時利用・暫定利用等短期的時間軸を

設けることで土地を重層的に柔軟に利活用できる。登録制度・借地制度は機動性・柔軟陸・簡便陸

に優れ、公共側・地権者・市民の3者にとってバランスのとれた有効な手法である。等の結果を得

た。

  「密集市街地拠点開発地区の周辺住民参加による土地≠u用計画協議」（事例2）では、周辺住民参

加による協議会活動により、周辺住民も利用可能な公共的土地利用（緊急時利用や短期的利用の避

難路，広場，緑地I防災施設等）計画が担保された。計画協議結果でIま、＠住民意向が反映され易

い範囲、＠情報開示や関係者参加等の条件により反映可能な範囲、◎条例等が変更されない限り反

映されない範囲に区分され、担保された公共的土地利用は＠に属し、地蹴ことって不可欠な公共l陸

の部分といえる。更に、この◎の範囲等を特定して進めるならば、より実効性・即応性のある土地

利活用が可能であること、また、協議を通じて住民組織が成立し、協議参加から市民活動ヘ、計画

協議から事業参画・維持管理の実践型ヘ発展した。等の結果を得た。
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  「洞ソ‖の多様な禾岬舌用に関わる市民参：カロ・活動に関する研究」（事例3）では、計画協議参加と市

民 活 動の 相互補 完・達 携によ り、 深まり （計画 かち事 業，維 持管 理まで ）と広 がり（ 多様 な分野 にわた

る ） の あ る 多様 な 活 動 の 展開 が 見 ら れ た 。ま た 、 市 民 参加 ・ 活 動 は 、直 接 的 ・ 実 践的 で 、 自 ら土地

利 用 を 規 定 し、 多 様 性 ・ 柔軟 陸 ・ 発 展 性 ・自 主 性 に 富 む活 動 で あ り 、そ れ 故 、 多 様で ・ フ レ キシブ

ル な 公 共 的 土地 利 活 用 の 実現 に お い て 効 果的 に 機 能 し 、そ れ は 、 コ ミュ ニ テ ィ の 再生 、 公 共 用地の

市 民への 回帰 ・開放 、市民 権の確 立に 繋がる もので ある。

フ レキシ ブル な公共 的土地 禾IJ活 用シス テムの 可能性

  以 上 の 事例 研 究 結 果 を踏 ま え て 、 フレ キ シ ブ ル な公 共 的 土 地 利 活用 を 可 能 と する 土 地 利 活用 のあ

り 方 、 実 現 のた め の 制 度 ・手 法 ・ プ ロ セ ス、 そ れ ら を 担う 主 体 に つ いて 検 討 し た 。土 地 利 活 用は、

＠ 条 件 と な る土 地 所 有 は 、公 共用地 活用型 ，民有 地活 用型に 、◎土 地利用 形態 は、多 壷露l亅用 型，複

合 ・ 一 体 利 用型 ， シ ェ ア 型に 、 ◎ 利 活 用 期間 は 、短 期利用 型（ 一定期 間，暫 定利用 含む ），一 時利用

型 に 、 ＠ 土 地利 用 変 化 の 形態 は 、 転 用 型 ，可 逆 型， 実験型 ，発 展型に 、◎整 備水準 は、 部分整 備型，

簡 易 整 備 型 に区 分 し 検 討 した 。 そ の 結 果 、こ れ らの 組み合 わせ によル フレキ シブン レな 利活用 が可能

と な る こ と 、具 体 的 に は 、公 民 の 所 有 に 拘束 さ れ ず に 空地 系 土 地 に おい て 利 活 用 が可 能 、 時 間管理

や 空 間 の 分 割・ 複 合 等 に より 多 機 能 性 の 確保 ・ 空 間 の 高度 化 ・ 整 備 コス ト 削 減 等 が可 能 、 時 間を相

互 に 分 け 合 う短 期 的 利 活 用は よ り 多 く の 市民 ニ ー ズ に 対応 可 能 で 、 しか も 、 短 期 故、 実 行 後 の評価

や 勅 道 修 正 がで き る 、 利 活用 変 化 へ の 柔 軟な 対 応 は 転 用に 伴 う 負 荷 ・リ ス ク の 減 少や 計 画 と 現実の

ズ レ を 解 消 する 、 整 備 水 準に 拘 る こ と な く利 活 用 が 可 能で し か も 低 水準 整 備 は 早 期実 現 や 市 民参画

が し や す い 等の 利 点 が あ る、 等 を 得 た 。 今後 は 、く D単 機能的 土地利 用計 画から 多重露 u用 ・複合 利用

等 に よ る 多 機能 陸 を 有 す る計 画 、 ◎ そ の 多機 能 性 を 規 定す る 時 間 や 市民 活 動 と り ンク し た 計 画、◎

変 化 を 許 容 で き る 留 保 地 区 を 含 む 計 画 、 （ 研 I亅 活 用 支 援 ソ フ ト の 充 実 が 重 要 と な る 。

  制 度 ・ 手法 等 で は 、 市民 参 加 制 度 と、 ◎ 民 有 地 では ， 借 地 ・ 登 録・ 協 定 制 度 、◎ 公 共 用 地で は，

占 用 ・ 使 用 許可 制 度 や プ ロジ ェ ク ト 制 度 に区 分 し 検 討 した 。 そ の 結 果、 くDぼ行政 負担 の軽減 ，コミ

ユ ニ テ ィ 形 成， 市 民 相 互 の補 完 ， 制 度 の 簡便 さ ・ 機 動 陛・ 即 応 性 ・ 実効 性 等 か ら 優位 性 が 高 い。◎

は 、 総 合 的 制度 は 少 な く 、行 政 に よ る 規 制型 が 多 い の で、 市 民 が 多 様に 関 与 す る 仕細 み や 地 域に即

し た条例 制定 ・規制 緩和が 必要で ある 。

  利 活 用 形態 か ら み る と立 体 制 度 等 、変 化 形 態 で は社 会 実 験 ・ ア ダプ テ ィ ブ マ ネー ジ メ ン ト・ 一括

委 託 ・ 段 階 整備 禾 lJ用 等、 新 し い 制 度化 を 必 要 とす るので 、その ため、 時間管 理、 市民や 関係省 庁間

の 連 携 や 役 割り 分 担 、 ル ール 化 や 薩 う 尠 剛立 吋 け、 コスト 管理 などが 課題と なる。 特に ＠不特 定多数

対 象 の 画 一 的 手 法 か ら 限 定 相 当 数 市 民 対 象 の 多様 な 制 度 や 市民 等 が 連 携 す る手 法 の 確 立 ，＠ 総 合

的 ・ 一 体 的 な パ ッ ケ ー ジ 型 制 度 の 導 入 ◎ 多 段 階的 利 活 用 や 発展 型 手 法 の 導 入， ＠ タ イ ム シェ ア リ

ン グと禾 黼プ ログラ ム作成 プロセ ス管 理が必 要と考 える。

  主 体 に つい て ば 市 民 ・行 政 の 関 わ りか ら ◎ 市 目 冴U用 型 ， ◎ 市民 ・ 行 政協議 型， ◎市民 ・行政 脇働

型 ， ＠ 市 民 自主 活 動 型 に 類型 化 し た 。 ＠ は市 民 は 消 極 的で ニ ー ズ に 見合 う 空 間 を 確保 し 難 い 、◎は

協 議 に よ り 市民 が 合 意 し やす い 最 大 公 約 数的 な 計画 （短期 的な フレキ シブル な計画 ）を 導くこ とが可

能 ， ◎ で は 市民 ニ ー ズ に 即し た 活 動 ・ 社 会教 育 の 実 践 ・管 理 コ ス ト 削減 ・ 公 共 の 透明 性 確 保 ・交流

促 進 が 可 能 、＠ は 成 熟 し た市 民 社 会 形 成 ・コ ミ ュ ニ テ ィ再 生 ． コ ミ ュニ テ ィ ビ ジ ネス 展 開 が 可能、

等 の 結 論 を 得た 。 今 後 は 、◎ 市 民 ネ ッ ト ワー ク 形成 とプラ ット ホーム 構築， ◎土地 利活 用｜時 報の一

元 化 と 市 民 への ’ 時 報 開 示， ◎ 公 平 な 参 加の た めの 市民一 票制 度と陪 審員制 度，g謬謹 縣H織の充 実と

ネ ットワ ーク 形成が 必要で ある。

  以 上 か ら、 ◎ 市 民 参 画に よ る 計 画 ・事 業 ・ 管 理 ・利 用 等 の ー 体 的な 公 共 的 土 地利 活 用 の 推進 によ

り 、 ◎ 公 共 的空 間 ・ 公 共 的土 地 利 用 の 市 民へ の 開 放 と アウ ト ソ ー シ ング が 始 ま り 、◎ 公 共 的 空間・

時 間 ・ 人 の 自 由 区 ， 市 民 特 区 が 形 成 さ れ 、 ＠ 新 た な 市 民 的 公 共 性 ， 市 民 嶐 の 確 立 が な され る 。
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学位論文審査の要旨

学 位 論 文 題 名

市民参画によるフレキシブルな公共的土地利活用の可能性

研究の背景・目的

  経済社会・価値観等の変化は近年顕著であるが、都市施設（道路・公園・河川等）整備やまちづ

くり計画は従来の行政価値観や制度に基づぃて実現化が進捗管理されるため、計画進行の遅滞も多

く、社会ニーズに対応できず、市民は不平・不満を抱えたまま都市生活を続けることになる。

本論は、市民・住民・地権者等の参加・参画・活動等にもとづぃた、短期的な、柔軟な、多榛陸に

富む公共的な土地の利活用の必要性についての認識にもとづぃて、その実現の可能性と具体的な内

容について論じたものである。

  1章では、従来の公共的土地利活用の課題とその課題解決の方向性について整理し、研究の目的

と枠組みをまとめ、くD目標とする土地利活用，◎実現する方法とプロセス，◎実現化主体、という

研究の方向性と着地点を示している。

  2章では、既往の整理を行い本研究の位置づけと方法の整理を行い、◎「土地利活用計画と制度・

手法」、◎「土地利活用計画と市民参加」、◎「市民参加・活動の可飽陛1からの事例分析と考察の

視点を明確にしている。

  3章では、市街地内の生産緑地が保有する防災的な役割の認識にもとづいて船橋市の計画事例を

扱い論考を行い、＠地権者の協カにより民有地である生産緑地において、営農継続しながら、登録

制度や借地制度を利用して、短期間に、簡易な整備により、避難路・避難地としての防災活用、農

園利用が可能である。◎緊急時禾i用・暫定利用等短期的時間軸を設けることで土地を重層的に柔軟

I冴U活用できる。◎登録制度・借士齢崚は4l洲ミ・柔軟性・簡便幽こ優れ、公共側・地権者・市民

の 3者 に と っ て バ ラ ン ス の と れ た 有 効 な 手 法 で あ る 。 こ と を 明 ら か に し た 。

  4章では、密集市街地の拠最的な地区開発における周辺住民参加による土地利用に関する協議事

例を扱い、そのプロセスの分析から、‘周辺住民参加による協議会活動により、周辺住民も利用可能

な公共的土地利用（緊急時利用や短期的利用の避難路，広場，緑地，防災施設等）計画が担保され

ること’を明らかにし、協議内容の詳細分析から、◎住民魯向が反映され易い範囲、＠庸報開示や

関係者参加等の条件により反映可能な範囲、◎条例等により限定化されている範囲に区分し、公共

的土地利用は‘住民意向が反映され易い範囲’であり、地曦に不可欠な公共性部分であることを指

摘し、‘実効陸・即応陸のある土t&fIJ活用の可能’、‘協議を契機とした住民組織の成立から、協議参

加・市民活動、計画協議、事業参画・維持管理の実践への成長プロセス’の存在を明らかにした。

  5章では、河川の多様な利用と活用に関わる市民参功ロ・活動の実態に着目し、諸活動の内容と経

緯の詳細な分析から、＠計画協議参加と市民活動は相互補完・連携により、深まり（計画から事業，
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維持管理まで）と広がり（多様な分野にわたる）のある多様な活動の展開が見られる。◎市民参加・活

動は、自ら土地利用を規定し、多様性・柔軟性・発展性・自主性に富む。◎多様かつフレキシブル

な公共的土地利活用の実現において効果的に機能している。＠コミュニティの再生、公共用地の市

民 へ の 回 帰 ・ 開 放 、 市 民 権 の 確 立 に 繋 が る 可 能 性 の 存 在 。 を 明 ら か に し た 。

  6章では、5章までの論考を踏まえ、「フレキシフシレな公共的土地利活用を可能とする要件」と「実

現のための制度・手法・プロセス・主体」について検討した。

  土地利活用は、O土地所有、．◎土地利用形態、◎利活用期間、＠土地剰用変化、◎整備水準、の

組み合わせによるフレキシビリティが存在し、i）公民の所有に拘束されずに空地系土地において

利活用が可能、11）時間管理や空間の分割・複合等により多機能陸の確保・空間の高度化・整備コ

スト削減等が可能、iii)時間を相互に分け合う短期的利活用はより多くの市民ニーズに対応可能で、

実行後の評価や軌道修正が可能、如）利活用変化への柔軟な対応は転用に伴う負荷・リスクの減少

や計画と現実のズレを解消、v）整備水準に拘ることなく利活用が可能で低水準整備は早期実現や

市民参画がしやすい、などを明らかにした。

  7章では、本研究で得られた結論と今後の市民参画にもとづくフレキシブルな公共的な土地の利

活用の方向性を整理し、「不特定多数対象の画ー的手法から限定相当数市民対象の多様な制度や市民

等が連携する手法の確立」と「総合的・一体的なパッケージ型制度の導入」、「多段階的利活用や発

展型手法の導入」，「タイムシェアリングと利活用プログラム作成とプロセス管理」の重要性を前提

とした、＠市民参画による計画・事業・維持管理・利活用の一体的な公共的土地利活用の推進、◎

公共的空間・公共的土地利活用の市民への開放と市民へのアウトソーシング、◎公共的土地利活用

の自由化、空間・時間・人の自’由区、市民特区の形成、＠公共陸の再考と市民的公共陸、市民権の

確立、を提案している

  これを要するに、著者は、成熟社会のまちづくりにおいて、市民から見た身近な公共的土地の利

活用を住民・行政が協働で計画・管理してゆく‘フレキシブルな計画の枠組みと具体的な進め方と

手法’について、著者が関わった事例の論考に基づぃて提案したものであり、土地利用計画学、コ

ミュニティ計画学、計画行政学に貢献するところ大なるものがある。

よって筆者は、北海道大学博士（工学）の学位を授与さ れる資格があるものと認める。
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